
 
 

平時かつ災害時に機能する首都圏の高速道路 

ネットワークの実現についての提言 

 

 我が国が東日本大震災という国難を乗り越え、経済を再び成長軌道に

戻すためには、国際競争力の強化や地域の活性化に資する首都圏の高速

道路ネットワークの強化が不可欠である。特に東京外かく環状道路をは

じめとする首都圏三環状道路は、交通の分散導入や通過交通の都心流入

抑制により渋滞を緩和し、これによってエネルギー消費を抑え、排出ガ

スの大幅な削減などの環境改善効果も期待されている。 

さらに、災害時においては、首都圏の機能を維持するとともに、陸・

海・空の拠点や国内各地からの物資輸送などの円滑な支援・復旧活動を

支える高速道路ネットワークの確保が必要であり、首都圏の三環状道路

は日本の交通の東西分断を防ぐ要となるものである。 

一方、首都圏の高速道路は、現在、NEXCO
ネクスコ

東日本、NEXCO
ネクスコ

中日本及び首

都高速の３社により運営されているが、ネットワーク機能を十分に発揮

するためには、一体的で利用しやすい料金体系の構築が必要である。ま

た、災害時において、一刻も早い復旧を図り、緊急車両の通行等、交通

機能を確保するためには、それぞれが連携して、情報の共有、総合力の

発揮に取り組む必要がある。 

経済、環境、防災などあらゆる面で、首都圏の高速道路ネットワーク

の果たす役割、効果は大きく、その機能をいかなるときにも十分に発揮

させるため、今回の大震災を踏まえ、以下に取り組むことを提言する。 

 

１ 首都圏の機能を十分に発揮させるとともに、災害時における高速

道路の交通機能を確実に確保するため、東京外かく環状道路や首都圏

中央連絡自動車道などの事業中区間の早期完成と横浜環状北西線の

早期事業化、東京外かく環状道路の東名高速道路以南などの計画の早

期具体化を進めること。 

 

２ 首都圏の高速道路ネットワークの効率的な利活用を可能とするた

め、交通分散などの環状機能を十分に発揮し、高速道路利用者の利便

性向上に資する一体的な料金体系の構築を図ること。 

 



 

３ 災害時において、九都県市と高速道路会社３社、国が一体となり、

首都圏の高速道路ネットワークの迅速な復旧と復旧進度に応じた緊

急時マネジメントが円滑に行える体制を早急に確立するため、九都県

市と連携を図ること。 
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